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１ 策定の趣旨 

本町における上水道事業は、昭和40年に計画給水人口17,000人、計画一日最大給水量3,400

㎥/日の規模で創設認可を受け、以降３回に渡る拡張事業を行い、半世紀以上もの間、住民生

活や産業を支える重要なライフラインとして大きな役割を果たしてきました。 

また、平成25年には「野辺地町地域水道ビジョン」を策定し、その方針に基づき水道事業

の運営に取り組んできました。 

しかし、水道事業を取り巻く環境は日々変化しており、人口減少に伴い水需要および給水

収益は減少傾向にあり、今後、厳しい経営状況になることが予想されるほか、水道施設の更

新時期の到来、大規模地震や大雨などの自然災害に対しての備えなど課題も山積しています。 

こうした中、厚生労働省は平成25年３月に「新水道ビジョン」を策定し、水道水の安全の

確保を「安全」、確実な給水の確保を「強靱」、供給体制の持続性の確保を「持続」と表現し、

これら３つの観点から、50年後、100年後の水道の理想像を示し、当面の間に取り組むべき事

項および方策等を全国の水道事業者に提示しています。 

本計画は、国が示した「新水道ビジョン」に基づき、将来にわたり町民に安心安全な水道

水を安定的に供給するため、将来像とその実現に向けた方策等を示す新たな「野辺地町水道

事業ビジョン」として策定するものです。 

 新水道ビジョン（国土交通省）における水道の理想像 
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２ 位置付け 

 「野辺地町水道事業ビジョン」は、厚生労働省が提示した「新水道ビジョン」および総務省

が策定を求めている「経営戦略」の策定方針に基づき、水道事業の目指すべき方向性を示す

ものです。 

 本町の上位計画である「第６次野辺地町まちづくり総合計画」で掲げる将来像「未来につ

なげる幸せのまち のへじ」の実現に向け、将来にわたりサービスの提供を安定的に継続す

るための本町水道事業のマスタープランとして位置付けます。 

 

野辺地町水道事業ビジョンの位置付け 

 

 

３ 計画期間 

 「野辺地町水道事業ビジョン」では長期的な水道事業経営の見通しを立てたうえで、取り

組むべき事項や方策を整理しています。計画期間は、令和８年度から令和17年度までの10年

間とします。 

 なお、計画の見直しは、概ね中間年を目途に行います。 
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１ 水道事業の沿革 

本町の水道事業は昭和40年度の創設より第３次拡張を経て現在に至ります。最終の変更認

可における計画給水人口は12,000人、計画給水量は6,150㎥/日です。 

 

水道事業の沿革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 水道事業の概要
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２ 水道施設の概要 

１）給水区域 
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２）施設等の状況 

特にポンプ設備が多く経年化も進行しているため、運転・維持管理等に多くの費用および

労力を要しています。 

施設等一覧 
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３）施設等の位置 

管理する施設は広範囲に位置しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

 

４）管路の状況 

管理する管路の総延長は約132ｋｍにもおよび、本町から岩手県盛岡市までの直線距離に

相当します。 
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１ 水道の普及状況 

本町における令和６年度末の給水区域内の給水普及率は99.6％であり、高い値となってい

ます。また、水道未普及地域では、主に地下水や湧水を集落や戸別単位で利用しています。 

 

２ 給水人口と有収水量 

令和６年度末の給水人口は11,697人となっており、10年前の平成27年度と比較すると2,068

人減少（－15％）しています。給水人口の減少に伴い、給水収益の基となる有収水量も464㎥

/日減少（－12％）しています。 

今後も有収水量の減少に比例し、給水収益も減少することで、事業経営は厳しい状況にな

ると想定されます。 

 

給水人口と有収水量の推移 

 

 

  

第３章 水道事業の現状
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３ 施設の状況 

１）取水・導水施設 
本町の水道は４箇所の水源を有しています。 

新田第２水源、新田第３水源、川目水源の３箇所が新田水源系、琵琶野第2水源の１箇所が

琵琶野水源系として、新田浄水場および琵琶野浄水場へ導水し、浄水処理を行っています。 

各水源の種類は深層地下水に分けられ、それぞれの井戸にて自噴する原水を取水していま

す。また、新田第２水源、新田第３水源、川目水源からは自然流下にて浄水場へ導水してお

り、琵琶野第２水源からは、琵琶野ポンプ場を中継し、導水ポンプにて浄水場へ導水されて

います。 
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２）浄水施設 

本町の浄水施設は２箇所あり、塩素注入による滅菌にて浄水処理を行うことで、厚生労働

省が要求する51項目の水質検査基準を満たし給水しています。 

なお、各施設においては耐用年数が比較的短い機械・電気設備の更新時期を迎えつつあり

ます。 

 

 

  

 

 

３）送水施設 

本町の送水施設は３箇所あり、送水ポンプにより配水池へ送水を行っています。 

なお、浄水施設と同様に耐用年数が比較的短い機械・電気設備の更新時期を迎えつつあり

ます。 
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４）配水施設 

配水施設として本町には配水池が５箇所あり、配水池からお客様へ水を届ける仕組みとし

て、高低差を利用した自然流下方式をメインとして配水を行っています。また一部、水圧不

足を補うためのポンプを利用した加圧配水方式で配水しています。 
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４ 管路の状況 

管種別では、硬質塩化ビニル管が約44％を占めており、漏水事故が多く発生する要因とな

っています。 

用途別および管種別延⾧一覧  
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管種識別図 
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５ 地震想定と危機管理 

１）地震想定 

青森県では令和３年度に地震被害想定調

査を行っており、本町の水道施設の位置は

大半が想定深度６弱および深度５強のエリ

アに該当します。また、一部の施設は想定

震度７に該当するエリアに該当します。 

本町において過去に発生した大規模地震

である、平成23年の東日本大震災や令和８

年の青森県東方沖地震以上の被害が想定さ

れ、水道管破損による漏水や水源の濁りの

発生、また停電による水道施設の停止など、

長時間にわたり給水が不能になる恐れがあ

ります。 

 

 

２）野辺地川浸水想定 

青森県では想定し得る最大規模の降雨で野

辺地川が氾濫した場合、浸水が想定される区域

を「浸水想定区域図（想定最大規模）」として指

定し公表しています。 

本町の水道施設のうち、第３水源、川目水源、

第２水源および新田浄水場が浸水想定区域内

に位置しており、豪雨によって水道施設への浸

水が生じることで、長時間にわたり取水、浄水

処理が不能になる恐れがあります。 

 

 

３）危機管理 

災害時に迅速な給水対応ができるよう、水道事業危機管理マニュアルの作成、他の自治体

および他団体との協定締結を検討しています。また、日本水道協会が主催する訓練にも積極

的に参加し、技術習得を図っていきます。 

また、独自に対応ができない大規模な被害があった場合に備え、他の自治体および他団体

との協定締結を検討していくとともに、被災状況を想定した合同訓練の実施を検討していき

ます。 
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６ 耐震化状況 

１）施設の耐震化状況 

詳細な耐震診断を実施していないため、昭和56年の新耐震基準以前の施設は耐震化されて

いないものとしています。 

令和６年度末時点で本町の浄水施設の耐震化率は０％、配水池の耐震化率は17％であり、

青森県および全国平均を下回っています。 

 

施設の耐震化状況 

 

 

２）管路の耐震化状況 

令和６年度末時点で、全ての管路施設にて耐震化率および耐震適合率は青森県平均および

全国平均を下回っています。よって、被害を受けると影響範囲が大きい急所施設の導水管や

送水管、避難所等の重要施設への配水を担う重要給水施設配水管について、今後更新に合わ

せた耐震化等を計画的に図っていく必要があります。 

なお、本町では現在、管路の新設や布設替工事等の際には、耐震管を採用しています。 

 

管路の耐震化状況 
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７ 組織の状況 

１）組織体制 

本町の上水道事業は建設水道課水道事業担当にて業務を担当しています。なお、従来は水

道課として担当してきましたが、令和３年度に土木・建築担当課との組織統合が図られまし

た。 

令和６年４月１日時点の建設水道課水道事業担当の総職員数は７名、うち常勤職員は５名、

専門員は１名、会計年度任用職員は１名となっています。 

上水道事業の組織体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）業務委託の状況 

これまで水道事業では、業務の効率化および経費の削減のため、水質検査業務、水道メー

ター検針業務、水道メーター交換業務、管路漏水調査業務等の業務を民間委託しています。 

 

主な業務委託内容 
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８ 経営の状況 

水道事業の経営の現状を把握するため、総務省が公表する「令和 6 年度決算 経営比較分

析表」（以下、「経営比較分析表」とします。）により、「経営の健全性・効率性」「施設の老朽

化」の観点である経営指標を用いて、経年比較及び類似団体平均と比較し、経営分析を行い

ました。 

以下に経営分析における業務指標の概要を示します。 

経営比較分析表における業務指標（総務省が定めた、公営企業の経営状況等を表す指標） 

 

 

 

 

累積欠損金

営業収益−受託工事収益
× 100 

流動資産

流動負債
× 100 

企業債現在高合計

給水収益
× 100 

供給単価

給水原価
× 100 

一日平均配水量

一日配水能力
× 100 

年間有収水量

年間総配水量
× 100 

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価
× 100 

法定耐用年数を経過した管路延⾧

管路延⾧
×100 

当該年度に更新した管路延⾧

管路延⾧
× 100 

営業収益+営業外収益

営業費用+営業外費用
× 100 

経常費用-（受託費+売却原価+附帯事業費）-⾧前金戻入

年間総有収水量
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本町における近年の傾向として、累積欠損金は過去10年で生じていないものの、経常収支

比率は年々減少しており、令和６年度に100％を下回る結果となっています。これは、人口減

少に伴う給水収益の減少が原因であり、この傾向は今後も継続していくものと推察されます。  

一方、給水原価は上昇傾向にあり、水道水を作るために要した費用が増加していることを

示しており、近年の物価高や人件費の上昇に伴うものです。 

管路経年化率は増加しており、老朽化による管路からの漏水によって、有収率は年々減少

を示しているため、今後は管路の更新により管路更新率の上昇を図っていく必要があります。 

給水収益が減少し、物価等が上昇していく厳しい状況下において、管路および施設の更新

を図っていかなければなりませんが、将来にわたり事業を継続していくためには、引き続き

経営の基盤強化に努めていかなければなりません。 

以下に本町の令和６年度決算における経営比較分析を示します。 

 

令和６年度 経営比較分析 

 

営業収益+営業外収益

営業費用+営業外費用
× 100 

累積欠損金

営業収益−受託工事収益
× 100 

流動資産

流動負債
× 100 

企業債現在高合計

給水収益
× 100 

供給単価

給水原価
× 100 

経常費用-（受託費+売却原価+附帯事業費）-⾧前金戻入

年間総有収水量
 

一日平均配水量

一日配水能力
× 100 

年間有収水量

年間総配水量
× 100 

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価
× 100 

法定耐用年数を経過した管路延⾧

管路延⾧
×100 

当該年度に更新した管路延⾧

管路延⾧
× 100 
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１ 給水人口と有収水量の見通し 

将来の水需要の推計結果より、給水人口は令和７年度の11,582人に対し、40年後の令和47

年度には6,566人（－43.3％）となる見込みです。有収水量は令和７年度の3,483㎥/日に対

し、40年後の令和47年度には2,877㎥/日（－17.4％）となる見込みであり、有収水量の減少

に伴い、給水収益も減少していくと推察されます。 

 

給水人口と有収水量の見通し 
 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一日平均給水量と施設利用率の見通し 

計画一日平均給水量令和７年度の5,095㎥/日に対し、40年後の令和47年度には3,257㎥/日

（－36.1％）となる見込みです。また、令和47年度の施設利用率は約28.6％となり、施設能

力や規模が大幅に過大となることが見込まれます。 

 

一日平均給水量と施設利用率の見通し 

 

 

 

 

 

 

第４章 将来の事業環境
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３ 健全度の状況 

１）施設の健全度の見通し 

施設の健全度について、更新事業をまったく実施しなかった場合を想定し、現有資産の健

全度がどのように低下していくかを評価しました。 

健全度については、法定耐用年数を基準にして、「構造物および設備」、「管路」別に試算す

ることとし、法定耐用年数を経過した資産については、経過年数が法定耐用年数の 1.5 倍以

内の場合（経年化資産）と 1.5 倍を超える場合（老朽化資産）の２つに区分しています。 

なお、ここでは法定耐用年数を「建築：38年」、「土木：60 年」、「電気：20 年」、「機械：20

年」、「管路：40年」としています。 

 

 

 

《資産全体》 

令和７年度時点では現有資産のうち、老朽化資産は約 33.7％、経年化資産は約 14.1％とな

っていますが、全く更新事業を実施しない場合、令和 47 年度には老朽化資産は約 74.7％、経

年化資産は約 25.3％となり、健全化資産は０％となってしまいます。 
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《建築構造物》 

令和７年度時点では現有資産のうち、老朽化資産は約 47.0％、経年化資産は約 22.6％とな

っていますが、全く更新事業を実施しない場合、令和 47 年度には老朽化資産は約 100.0％と

なり、健全化資産は０％となってしまいます。 

 

 

 

《土木構造物》 

令和７年度時点では現有資産のうち、老朽化資産は約 0.0％、経年化資産は約 18.3％とな

っていますが、全く更新事業を実施しない場合、令和 47 年度には老朽化資産は約 49.9％、経

年化資産は約 50.1％となり、健全化資産は０％となってしまいます。 
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《電気設備》 

令和７年度時点では現有資産のうち、老朽化資産は約 76.2％、経年化資産は約 6.5％とな

っていますが、全く更新事業を実施しない場合、令和 47 年度には老朽化資産は約 100.0％と

なりすべての設備が老朽化してしまうため、計画的な更新が求められます。 

 

 

 

《機械設備》 

令和７年度時点では現有資産のうち、老朽化資産は約 55.8％、経年化資産は約 7.5％とな

っていますが、全く更新事業を実施しない場合、令和 47 年度には老朽化資産は約 100.0％と

なりすべての設備が老朽化してしまうため、電気設備と同様に計画的な更新が求められます。 
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２）管路の健全度の見通し 

令和７年度時点では現有資産のうち、老朽化資産は約 0.0％、経年化資産は約 24.9％とな

っていますが、全く更新事業を実施しない場合、令和 47 年度には老朽化資産は約 87.2％、経

年化資産は約 12.8％となり、健全化資産は０％となってしまいます。 
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４ 更新需要の見通し 

１）法定耐用年数で更新した場合の更新需要 
法定耐用年数で更新した場合、今後40年間の更新需要の総額は約189億円と試算されます。

この総額を40年間で平均すると、年間約4.6億円の更新費用が必要になります。 

 

法定耐用年数で更新した場合の資産更新需要 

 

２）基準更新周期で更新した場合の更新需要 

過去の更新実績、他事業体の更新実績および公表されている更新基準年数事例を基に、本

町にて独自に基準更新周期を設定しました。基準更新周期にて施設および管路を更新した場

合、今後40年間の更新需要の総額は約127億円と試算され、40年間の平均とすると年間約3.1

億円の更新費用が必要になります。また、法定耐用年数での更新と比較した場合、40年間で

約62億円減少する結果になります。 

 

基準更新周期で更新した場合の更新需要額 
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更新費集中 約 50 億円 

年間平均 4.6 億円 

更新費集中 16.0 億円 

年間平均 3.1 億円 
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 第３章「水道事業の現状」と第４章「将来の事業環境」から見えてきた課題について、国土

交通省が示す「新水道ビジョン」に掲げる水道の理想像「安全」、「強靱」、「持続」の３つの観

点から分類し、以下のとおり整理します。 
  

１ 「安全」 

 

２ 「強靱」 

 
 

３ 「持続」 

 
 

第５章 水道事業の課題

強

靭

安

全

持

続



28 

 

 

１ 基本理念と基本方針 

近年、水道事業を取り巻く環境は大きく変化しており、少子高齢化に伴う人口減少、節水

機器の普及などにより、今後も水需要の減少傾向が続くことが予想されます。 

他方、これまで整備してきた多くの資産の老朽化が進行し、今後本格的な施設更新の時代

を迎えます。 

しかしながら、水道事業は、生活に欠かすことのできないライフラインであり、どのよう

な状況にあっても、安全で良質な水道水を確実に供給し続けなくてはなりません。 

本水道事業ビジョンは、持続可能な水道事業を目指し、将来像として「未来につなげる 

安心・安全な のへじの水道」を基本理念とし、その実現のための基本方針を以下のとおり

定めます。 

 

 

第６章 水道事業の将来像
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２ 施策の体系 

本町が目指す水道事業の将来像を実現するため、「安全」、「強靭」、「持続」からなる３つ

の基本方針に基づく実現方策を以下のとおり整理します。 
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第６章で示した施策目標に対する具体的な施策について、本章で示します。 

 

１ 「安全」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 重点的な実現方策

  

  

 「安全」
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◆安全性の向上--------------危害原因の把握と管理強化によるリスク軽減

◆維持管理の向上･効率化-----管理方法や対策優先順位の明確化

◆技術の継承----------------監視･管理方法の文書化による暗黙知から形式知への変換

◆関係者の連携強化----------水源流域関係者との連携した取組推進

◆一元管理------------------水道システム全体の総合的な管理

◆需要者への説明責任--------水安全計画に基づく管理による安全性証明

水安全計画策定の効果
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２ 「強靭」 
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３ 「持続」 

 

 

 

 

 

 

 

  

 「持続」

琵琶野系施設統廃合のイメージ 

琵琶野浄水場廃止 
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青森県水道広域化推進プランにおける地区区分 
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４ 事業スケジュール 

 事業スケジュールを以下に示します。 
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水道事業を取り巻く環境は、今後ますます厳しさを増していくものと見込まれます。 

このため、水道施設等の更新は、財政収支の見通しのもとに優先度に応じ、計画的かつ効

率的に行っていくことが重要になります。 

１ 財政収支の見通し 

第７章の重点的な実現方策を実行するために、今後10年間で、必要となる経費と収入の見

通しを示します。 

１）地方公営企業会計の仕組み 

 地方公営企業会計の収支は、営業活動に伴い発生する収益的収支と将来の経営活動に備え

て行う施設整備費用などが計上される資本的収支の２本立てになります。 

収益的収支によって毎年度の経営成績が黒字又は赤字となって表されます。 

 経営の仕組みは収益的収支で得た資金を使い水道施設等を整備し、その施設を利用して、

料金収入を得るというサイクルにより経営を維持しています。 

 

収益的収支と資本的収支のイメージ図 

 

 

 

 

第８章 今後の見通し
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２）収益的収支の見通し 

 令和７年度に料金改定（約13％増）を実施していますが、人口減少に伴う給水収益の減少

や電気料金等の経費額の増加が今後も続くと予想され、供給単価に対し給水原価が超過する

とともに、給水原価は年々増加し、給水に係る費用が給水収益で賄えない状況になります。 

損益も減少する見込みにあり、令和９年度には赤字に転じ、以降単年あたりの赤字額は年々

増加していきます。 

よって、計画期間中の損益黒字を維持し、経営基盤の強化を図っていくために、料金改定

により収益の増加を図る必要があります。なお、具体的な対応方法は「野辺地町水道事業経

営戦略」にて検討するものとします。 

 

 

収益的収支および給水収益の見通し 
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 ３）資本的収支の見通し 

 令和８年度は、資本的収入1.4億円、資本的支出2.3億円、10年後の令和17年度は、資本的

収入1.2億円、資本的支出2.0億円が見込まれます。 

資本的支出額には、今後10年間の更新事業費を見込んでおり、企業債（借入金）を主な財

源としています。資本的支出に対し、企業債の借入により資金残高は令和14年度までは増加

傾向を示しますが、令和14年度以降は収益的収支の損益の赤字幅の増加により、資金残高は

減少傾向に転じます。また、企業債の借入によって企業債残高は増加傾向を示し、令和８年

度の8.6億円に対し、10年後の令和17年度には倍の18.0億円まで増加する見込みです。 

企業債の増加は将来世代の利用者への負担が重くなることから、世代間の公平性の確保お

よび経営基盤の強化のために、企業債残高を低減させるとともに、資金残高の確保するため

料金改定や国庫補助金の活用を検討する必要があります。 

 

 

資本的収支および企業債残高の見通し 
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１ 進捗管理について（ＰＤＣＡサイクル） 

  

 

  

本水道事業ビジョンで示した施策を着実に実施することで、安定経営に向けた水道事業を

展開してまいります。 

計画の見直しにあたっては、計画に対する進捗状況の確認を行い、乖離があった場合はそ

の原因を分析するとともに、改善点を反映するなどＰＤＣＡサイクルを活用します。 

なお、ＰＤＣＡサイクルの実践にあたっては、社会情勢を的確に捉えながら、アセットマ

ネジメントや財政計画のほか経営戦略など、様々な手段を用いて連関させ評価・検証を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

第９章 今後のフォローアップ


